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第 1節　課題と方法
　日本において温暖化問題への対応策として重要な政策課題とされてきたことの一つに、
再生可能エネルギーの普及が挙げられる。この課題は、2011年 3月の東日本大震災によ
って引き起こされた福島第一原発事故によって新たな局面を迎えた。原子力の代替エネル
ギーとしての期待であり、さらには、原発停止によっていっそう高まった輸入化石燃料へ
の依存1）からの脱却、また完全に自給自足が可能なエネルギーとしての期待である。政府
は、2012年、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT: Feed-in-Tariff）を導入した。
再生可能エネルギーが一定の価格で買い取られることが保証されたことから、商社や建築
業者、電力会社等の企業によって大規模な再生可能エネルギー発電施設が数多く計画され
るに至っている。
　なかでも注目されているエネルギーとして、気候に左右されず、原子力発電の代替とし
て、安定的な電力供給の可能性が考えられるバイオマス発電がある。バイオマス発電は、
環境政策に力を入れている欧州において、再生可能エネルギー生産のなかで最も大きな割
合を占めている2）。また、バイオマスによるエネルギー利用は、カーボンオフセットの観
点から、他の再生可能エネルギーとは異なった地球温暖化問題への効果が期待されてい
る。
　このようなバイオマス発電の中でも、とりわけ木質バイオマス発電は、森林が国土の 3
分の 2を占めている日本にとってきわめて重要である。そこで本論文では、日本における
木質バイオマス発電に注目し、その普及の可能性と課題を明らかにすることを目的とす
る。
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　再生可能エネルギーとして木質バイオマス発電が注目されている理由は主に 3つある。
第 1は、国内自給可能性である。3.11以降、多くの原子力発電所の稼働を停止している
中、化石燃料を中心とする海外依存型のエネルギー需給構造からの脱却は以前にもまして
喫緊の重要課題となっている。森林・木材は、日本における唯一の豊富かつ自給可能な資
源である。木質バイオマス発電によって未利用木材の活用促進が行われれば、エネルギー
自給率の向上に大いに貢献することが期待される。第 2の理由は、温暖化対策への貢献の
可能性である。カーボンオフセットの考えに基づけば、大気中の二酸化炭素を蓄積した木
材を燃焼させてエネルギーを得ることは、化石燃料による火力発電より望ましい。化石燃
料を代替する木質バイオマスの利用は、温暖化問題の緩和に貢献することが期待されてい
る。第 3は、民間企業による営利事業としての可能性である。2012年の固定価格買取制
度の施行により、国内では、本論文第 3節に挙げるような大規模木質バイオマス発電所の
建設計画が多数提案されている。電力自由化が進むなか、木質バイオマス発電はビジネス
として発展する可能性をもっている。木質バイオマス発電は、ビジネスとして成立しない
限りその普及は期待できない。この点で、ビジネスとしての可能性は他の 2つの可能性以
上に重要である。
　以上の 3つの「可能性」は、その期待通りのものとなるのだろうか。それを明らかにす
ることが本論文の課題である。すなわち、本論文における分析視角は、①国内における自
給可能性、②カーボンオフセットによる温暖化対策への貢献、③営利事業としての採算性
の 3つである。
　以下、本論文は以下のように構成されている。次節は、木質バイオマス発電を説明する
とともに、政府の助成制度を紹介する。第 3節では木質バイオマス発電の現状として、ま
ず世界と日本の木質バイオマス発電の現状をみる。次に日本の木質バイオマス発電を分類
する。第 4節は、「可能性」に関する考察を、上に述べた 3つの観点から行う。第 5節は
以上を踏まえて、日本の木質バイオマス発電の可能性に関するひとつの提案をする。
第 2節　木質バイオマス発電
　2─1.　木質バイオマス発電とは
　林野庁によると、「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であ
り、「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）」を指す。バイオマスの中で
も、木材からなるバイオマスが「木質バイオマス」と呼ばれている。
　バイオマス発電とは、広くバイオマス資源を「直接燃焼」や「ガス化」するなどして発
電を行う手法を指し、その中でも木質バイオマス発電は、木質のバイオマスを用いて、そ
れを主にチップ化し、直接燃焼により発電する手法を指す。木質バイオマス発電の原料
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は、主に間伐や主伐により伐採された木材のうち、未利用のまま林地に残置されている間
伐材や枝条等の「未利用間伐材等」、製材工場等から発生する樹皮や背板、のこ屑などの
残材である「製材工場等残材」、土木工事の建設現場や住宅などを解体する時に発生する
木材である「建設発生木材」の 3つがある。
　林野庁は、これらのうち、製材工場等残材や建設発生木材は、ほとんどが利用されてい
るため、更なる木質バイオマスの利用拡大には、未利用間伐材等の活用が重要な課題であ
るとしている（図 1を参照）。
　2─2.　木質バイオマス発電を支援する政策：RPS制度と固定価格買取制度（FIT）
　2003年、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（RPS制度：
Renewables Portfolio Standard制度）が施行された。これは、電気事業者に対して、毎年
その販売電力量に応じた一定割合以上の新エネルギー等から発電される電気の利用を義務
付けた制度である。この制度は一定の効果を得たが、問題点として、目標量が低く設定さ
れたため、価格低迷してしまったことが指摘されてきた。
図 1　木質バイオマス原料とその利用状況
出典：林野庁 HP
表 1　バイオマス発電に関する固定価格買取制度
出典：資源エネルギー庁 HP
※ 1　 間伐材や主伐材であって、設備認定において未利用であることが確認できたものに由来する
バイオマスを燃焼させる発電 
※ 2　 未利用木材及びリサイクル木材以外の木材（製材端材や輸入木材）並びにパーム椰子殻、稲
わら・もみ殻に由来するバイオマスを燃焼させる発電
※ 3　 一般廃棄物、下水汚泥、食品廃棄物、RDF、RPF、黒液等の廃棄物由来のバイオマスを燃焼
させる発電
※ 4　 建設廃材に由来するバイオマスを燃焼させる発電
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　そこで、2012年に新たに施行されたのが、固定価格買取制度（FIT: Feed-in-Tariff）で
ある。これは、電気事業者に対して再生可能エネルギー電気の固定価格での全量買取を義
務付ける制度であり、RPSにおける問題点を解消し、更なる再生可能エネルギーの促進
が現在では期待されている。
　前ページの表 1はバイオマス発電に平成 24年度に適用された価格である。バイオマス
発電は、メタン発酵および燃焼に関して、未利用木材、一般木材、廃棄物、リサイクルの
計 5つの発電方法に分類され、異なる買取価格が設定されている。
第 3節　木質バイオマスの現状
　3─1.　世界の木質バイオマスの現状
　本節では木質バイオマスの現状について、国際的なエネルギー分野全体の中でのバイオ
マスの位置づけを明らかにした後、世界有数のバイオマス国であるドイツの事例、最後に
日本のバイオマス発電の現状について述べていきたい。
　次ページの図 2は、新エネルギーの国際的な発電量の現状と今後の見通しを表したグラ
フである。2010年の時点では新エネルギー全体の発電量を合わせても 1,000TWhに達し
ていないのが現状だが、2035年には全体で 5,000TWh以上の発電規模にまで成長すると
予測されている。特に風力発電とバイオマス発電については、他の新エネルギーに比べ発
電量が多いことから、今後世界のエネルギー需要の中で重要な役割を担っていくことが考
えられる。
　また、各エネルギーが全体で占める割合については図 3の通りである。バイオマス発電
は 2010年から 2035年にかけて発電量が 4倍になることが予測されており、これは風力発
電の 2.5倍と比較しても、非常に高い成長率であることが分かる。
　以上のことから、バイオマス発電はこれから急成長するエネルギー分野として国際的に
も注目度の高い新エネルギーであるということができる。
　3─2.　ドイツの現状
　ここでは世界有数のバイオマス先進国であるドイツを取り上げ、その木質バイオマス発
電の現状を明らかにする。ここでドイツを取り上げるのは、世界のバイオマス発電量の約
3分の 1を占める EUにあって、その中でも最も多い約 17.6％を占める 360億 kWhの発
電量を誇る国であること、また、ドイツの森林面積は約 10万 km2と、日本の森林面積約
24万 km2の半分にも満たないにも関わらず、日本のバイオマス発電量 144億 kWhの約
2.5倍に相当する電力を生み出していることによる3）。ドイツの例は、これからの日本の
バイオマス発電の将来を考える際、最適な世界基準でのモデルケースとなり得る可能性が
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高いと考えられる。
　ドイツでは、2011年日本で起こった東京電力福島第一原子力発電所の事故をきっかけ
にふたたび脱原子力の動きが高まり、2022年までに 17基の原子力発電所をすべて停止す
ることを決定した。そこで期待されるのが、バイオマスを含む再生可能エネルギーの大幅
な増加である。
　現在、ドイツの発電における再生可能エネルギーの割合は約 25％であり、そのうち
図 2　世界のエネルギー将来見通し
出典：International Energy Agency （2013） World Energy Outlook 2012
図 3　エネルギーの内訳推移
出典：International Energy Agency （2013） World Energy Outlook 2012
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23％をバイオマスが占めている（図 4を参照）。
　図 5のように、ドイツでは 2000年頃からの 10年あまりの間着実に発電量を増やし、
2012年の発電量は 2000年と比較して約 20倍となっている。現在、総発電量の 5.8％がバ
イオマス発電によるものである。水力発電はすでに開発しつくされており、ここ 10年で
は発電量の伸びはない。また、風力発電は 2000年から 2007年の間に大きく発電量を伸ば
し、現在ドイツの再生可能エネルギーの中では最大の規模を誇るが、ここ 5年の発電量の
伸び率ではバイオマス発電が上回っている。
　次に、木質バイオマスに限った発電量の推移を見ると、図 6に示すように、2000年の
固定買取価格制度導入をきっかけに 2008年まで大きく伸び、そこから約 2年間停滞し、
2010年からは再び順調な伸びを見せている。2012年の発電量は約 125億 kWhで、2000
年と比べておよそ 12倍となっている。これは、バイオマス発電全体の約 35％に相当する
数字である。
図 4　ドイツの電力生産における再生可能エネルギーとバイオマス発電のシェア
出典：エネルギーバランス作業グループ（2013）
図 5　ドイツのバイオマス発電の推移
出典：エネルギーバランス作業グループ（2013）
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　木質バイオマス発電も含めたバイオマス発電全体において、採算をとるためには熱利用
がどうしても欠かせないものとなっている。バイオマス発電においては大型の発電所でも
エネルギー効率が 20％程度にとどまる。バイオマスを燃やすことで生じるエネルギーの
約 80％を捨てていることになる。そのほとんどが熱エネルギーである。しかし、コージ
ェネレーション（電熱併給）を行うことによって、エネルギー効率を 90％以上にまで高
めることができる。
　図 7で熱利用量の推移を見ると、2000年の時点ですでに 500億 kWhを超えていたが、
発電と同様 2000年の固定買取価格制度導入後さらに拡大してきた。2012年では 1,075億
kWhと、発電量の 9倍近くにもなる。熱利用がいかにバイオマス発電を支えているかが
わかる。
　ドイツには、バイオ村とよばれる村が 90ヵ所以上ある。多くは人口 200人に満たない
小さな農村だが、消費エネルギーのほぼ 100％を再生可能エネルギーでまかなっている。
その原料の中心が、近くの森林から得られる木質チップなどのバイオマス燃料である。そ
のうちの 1つの村では、2000年後半の化石燃料の高騰をきっかけにバイオマス発電に力
を入れはじめた。現在では電気料金の価格は電力会社から購入するよりも約 3割安い。余
図 6　ドイツの木質バイオマス発電量の推移
出典：連邦環境省「ドイツ再生可能エネルギー統計 2012年」
図 7　ドイツの木質バイオマス熱利用量の推移
出典：連邦環境省「ドイツ再生可能エネルギー統計 2012年」
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った電気は固定買取価格制度に基づいた価格で電力会社に売電している。この村では新た
なバイオマス施設を設立するための投資費用 2,200万ユーロのうち、EUや政府、州から
の補助金は 40％程度に抑え、残りは住民からの出資と金融機関からの融資でまかなった。
発電だけでなく、そのときに生じる熱を利用して地域暖房も行うことによってエネルギー
効率を 80％以上にまで高めている。現在大まかな採算はとれており、投資は約 10年で回
収できる予定である。この例から、小規模でのバイオマス事業の成功には地元の理解と、
林業従事者や農業従事者の協力が不可欠であるということがわかる。
　最後にドイツの大規模なバイオマス発電施設の事例を紹介する。ベルリン郊外にあるノ
イケルン発電所では、約 3万世帯に電力を供給しており、余った電気は固定買取価格制度
に基づき他の電力会社に売電している。熱利用も行っている。同施設では、普通に考えれ
ば、規模の経済で大きな利益が得られるはずである。しかし、ここでは採算こそとれては
いるものの、計画時の試算とは大きなずれが生じている。その理由は、政府や州などの支
援によって同じような木質バイオマス発電施設が国内にいくつも建設されたことにある。
それぞれの施設が稼働率を上げようとしたことによって、原料である廃材の調達に競合が
生じ、国外を含む遠方にその調達を求めねばならなくなった。その結果生じた、当初の計
画を超える輸送費の増加によって、期待された採算性を実現できなくなってしまってい
る。農村などへの電力供給といった小規模需要に対しては地域的な取り組みによって対応
調整が可能だが、都市部の大きな需要に応えるためには、市場を通じて広域の原料調達が
必要となる。その結果、輸送費などのコストが採算性を悪化させるのである。
　3─3.　日本の木質バイオマスの現状
　ここでは日本の木質バイオマス発電について、既設の発電施設や建設予定である発電施
設の状況を説明する。
　日本では 2002年末に農林水産省によって「バイオマス・ニッポン総合戦略」が策定さ
れ、地域主体のバイオマス利用が促進された。代表的な取り組みの一つとして「バイオマ
ス・タウン構想」があり、これを受けて 2010年までに 300以上のバイオマス・タウン構
想が公表された。とはいえ、バイオマス・タウンの成功例は少なく、総務省が 2011年度
に発表した「バイオマス利活用に関する政策評価」では「バイオマスタウン構想に掲げる
取組（785項目）のうち、構想どおりに実施されているものは 277項目（35.3％）にとど
まる」としている。2010年度よりは「バイオマス・ニッポン総合戦略」に代わり、「バイ
オマス活用推進基本計画」が実地されている。
　これまでは地方自治体による小規模な発電所が中心であったが、2012年から始まった
「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」を受け、企業による大規模なバイオマス発電
事業が多数計画されている。特に未利用残材をはじめとした木質バイオマスは、買取価格
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が高いため計画が多く、2013年度のバイオマス白書によると、大小合わせて 60か所以上
の木質バイオマス発電が現在計画されているという。この計画通りに発電所が導入された
場合、現在稼働しているものも含めて、合計で約 1,092MWの発電規模になる。現在建設
中の発電所の多くは、効率を意識した大規模のもので、木質チップをそのまま燃焼させる
形式のものであるが、小規模でも効率のよい発電方法として木材を蒸し焼きにして発生し
たガスを燃焼させる木質ガス化プラントも有効とされている。
　発電原料としては、製材工場残材、建築廃材、未利用間伐材、および輸入パーム椰子の
殻（PKS）があげられる。PKSはマレーシアやブルネイ、オーストラリアなどから輸入さ
れている。しかし、輸入の木質バイオマスについては、為替の影響が大きく価格が安定し
ないことや、カントリーリスクもあることから、発電の主原料として利用することは望ま
しくない（関係者談）。輸入木質チップについては、現在針葉樹チップ、広葉樹チップ、
共に国内木質チップよりも高価格で取引されている（4節　図 4─1を参照）。
　第 2節で見たように、固定価格買取制度において、木質バイオマス発電による電力買取
価格は原料ごとに異なり、未利用木材がもっとも買取価格が高い。これは政府が森林内に
伐採後放置された未利用間伐材の利用を推進しているためである。施策としては、京都議
定書の森林吸収源の目標の達成に向けて平成 20年に「森林の間伐等の実施の促進に関す
る特別措置法」が施行され、平成 25年には、森林による二酸化炭素の吸収作用の保全及
び強化の重要性を考慮するとして平成 25年にその一部を改正した。同法の条文を読むと、
発電による未利用間伐材の利用促進は、林業の活発化や地域雇用の拡大につながることが
期待されていることがわかる。
　発電施設の立地については、原料調達の観点から選ばれることが多い。PKSを中心と
する発電施設は臨海部に立地している。建築廃材を用いた発電所は都市部に立地してお
り、例えば、建築廃材から木質ペレットを製造していた工場に隣接する形で建設されてい
る。未利用間伐材を用いた発電施設は山間部に建設される。日本の山は林道が細く傾斜が
急であることから移動式チッパーを用いた現地でのチップ製造が難しい。このためチップ
工場での加工が必要となる。チップ工場から発電施設までの輸送コストを考えると、チッ
プ工場は発電施設の 50km圏内であることが望ましいと言われている。
　木質バイオマス発電では発電効率が化石火力に比べて絶対的に小さいため、排熱利用が
発電ロスを減らす鍵とされている。その有効手段が、排熱を利用する熱電併給（コージェ
ネレーション）である。排熱供給は送電のように電線を結べばよいというわけではないの
で、電気熱電併給プラントは熱需要の近くに立地する必要がある。しかし、上述のように
発電施設の立地は原料調達が強く影響している。熱需要とのミスマッチは、発電施設のエ
ネルギー効率や採算性に悪影響を与える。特に設備が大型になればなるほど、それに見合
った熱需要をみつけることは困難である。一方、小規模発電の場合でも、ドイツに比べて
64
日本は温暖かつ四季による気温の変化が大きいため、熱需要は小さく変動が大きい。この
ため、日本では、地元地域へ電力と熱を供給する小規模木質バイオマス発電は、ドイツの
ようには普及しないかもしれない。
第 4節　「可能性」に関する考察
　第 1節で述べたように、日本における木質バイオマス発電の可能性として、
（1）化石燃料、原子力に代わる自給可能なエネルギーとしての可能性
（2）温暖化対策への貢献としての可能性（カーボンニュートラル）
（3）営利事業としての可能性
の 3点があげられる。本節ではこれら 3つの可能性についてそれぞれ検証を行い、バイオ
マス発電の将来性について考察を行いたい。
　4─1.　化石燃料、原子力に代わるエネルギーとして：供給ポテンシャルと自給可能性
　固定価格買取制度において、木質バイオマスは未利用木材・製材・リサイクル木材の 3
種類に分類され、その買取価格はそれぞれ 33.6円、25.2円、13.65円である。未利用木材
が最も高価格に設定されている理由は、間伐後森林内に放置された未利用残材の使用促進
を政府が重要課題として位置付けているためである。林野庁によれば、未利用残材は年間
約 2,000万 m3、約 800万トン発生しているが、運送費等が足かせとなり、ほとんど未使
用の状態で林内に放置されているという。同庁は固定価格買取制度の導入によって未利用
残材が林内から搬出、有効利用されることを期待している。
　事実、第 2節図 1に示したように、製材やリサイクル木材は未利用残材に比べ発生量が
少なく、その約 90％がすでに製紙原料、燃料等で利用されている。このため、バイオマ
ス発電における供給ポテンシャルはあまり高くないと判断される。椰子殻をはじめとした
輸入バイオマスについても、カントリーリスクの高さや為替の影響を受けてしまうという
点で安定供給が難しく、バイオマス発電の主要原料にはなりにくいとされている。
　では実際のところ、未利用残材の供給ポテンシャルはどの程度あるのだろうか。ここで
は、仮想的に日本最大級の木質バイオマス発電所である紋別バイオマス発電所（2016年
稼働予定）に未利用残材が投入されると状況を考えることにする。なお、紋別バイオマス
発電所は、企業が最適な発電規模を選び、原材料調達上問題のない立地を選んで建設され
る発電施設と考えられ、したがってその発電効率も最適化された発電所と考えられる。こ
のため、以下の数値は実現可能な最大値と理解されるべきである。
　さて、上述のように年間 800万トンの未利用残材が発生している。その全てを紋別バイ
オマス発電所に投入したとすると、次の図 8より、約 72億 7,280万 kWhの電力をつくる
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ことができる。これは一般家庭約 202万世帯が 1年間に使用する電力量に相当する4）。こ
のことから、未利用残材による発電は相当大きな供給ポテンシャルがあるように見える。
　しかし、日本の総発電電力（2010年で 1兆 1,108億 kWh：平成 24年度エネルギー白書
による）と比較するならば、未利用残材を利用した木質バイオマス発電由来の電力は、わ
ずか 0.6％に過ぎないことがわかる。さらに第 2節でみたドイツの木質バイオマス発電
（2012年で約 125億 kWh）と比較すると、その約 60％である。このように比較するもの
によって、その供給ポテンシャルは大きくも小さくも見えるが、森林面積を考えるとき、
未利用残材による木質バイオマス発電のポテンシャルは必ずしも大きなものではないと言
えるのではないだろうか。さらに言えば、未利用残材以外の森林に目を向ければ、日本の
木質バイオマス発電のポテンシャルはもっと高くなるのではないだろうか。この点はさら
に次節で考察することにしたい。
　一方で、未利用残材による発電の実現可能性という問題もある。今までほとんど林内か
ら搬出されることのなかった未利用残材が、固定価格買取制度によるバイオマス発電推進
によって市場に出回るようになるのだろうか。この問題は本節第 3項で議論する。さら
に、そもそも未利用残材を林内から運び出し、燃焼、発電を行うことはカーボンオフセッ
トの理念にかなったものなのだろうか、という問題もある。次節はこの問いを考察する。
　4─2.　温暖化対策への貢献の可能性
　ここでは、バイオマス発電における未利用残材の利用について CO2削減の観点から評
価を行う。未利用残材を利用してバイオマス発電を行うことで発生する CO2量は、発電
所から排出される CO2量および輸送等のプロセスで発生する CO2量の合計である。それ
と比較されるものは、化石燃料を用いて同じエネルギー（熱回収分も含む）を得る場合の
図 8　紋別バイオマス発電所
注：紋別市 木質バイオマス火力発電所誘致推進室の資料を元に作成
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CO2排出量および未利用残材を森林に放置した「放置残材」から発生する CO2量の合計
である。前者が後者よりも小さければ、未利用残材を利用したバイオマス発電は CO2削
減の点で意義があるといえる。
　以上の関係を表す評価式は以下のようになる。
バイオマス発電による CO2排出量＋輸送等のプロセスで発生する CO2量＜同量のエネ
ルギーを化石燃料発電で得た場合の CO2排出量＋放置残材から発生する CO2量
　ここで右辺は「バイオマス発電によって節約された CO2排出量の合計」と言い換える
ことができる。また左辺の「バイオマス発電による CO2排出量」は、「木材が伐採され放
置されるまでに吸収した CO2量」と等しいと考えることができる。
　以上の評価式を計算する際に問題となるのは、放置残材からの CO2排出量である。十
分長い期間を考えれば、それらはすべて分解され、蓄積された炭素は大気中に放出される
と考えられる。したがって、その量は「木材が伐採され放置されるまでに吸収した CO2
量」あるいはそれと同量の「バイオマス発電による CO2排出量」に一致する。そのよう
に考えてよければ、上の評価式は
輸送等のプロセスで発生する CO2量＜同量エネルギーを化石燃料発電で得た場合の
CO2排出量
と簡単になる。
　しかし、気候変動に関する政府間パネル（IPCC, 2001）は、森林による炭素吸収はそれ
が永遠に炭素を隔離するものではないにせよ、新たな技術を開発し実施するための時間を
稼ぐ点で有用であることを指摘している。つまり、森林内でゆっくりと炭素が放出される
ことは温暖化対策として重要な意味をもつということであり、これこそが森林の炭素隔離
機能の意義である。したがって、バイオマス発電によって一挙に大気中に放出されること
と放置残材からの炭素放出を同列に扱うことはできない。
　この問題に対する経済学的アプローチとして、ここでは放置残材から時間をかけて放出
される CO2を、それを燃焼させて一挙に大気中に放出した場合の CO2と等価なものに換
算するための割引因子 aを考えることにする。すなわち
放置残材から発生する CO2の経済価値＝a×木材が伐採され放置されるまでに吸収し
た CO2の経済価値
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となる aである。ここで経済価値とは CO2による温暖化被害額を意味している。
　割引因子 aを得るためには、放置された間伐木が腐朽することで発生する各時点での
CO2量を知る必要がある。しかし、放置残材からどれだけ CO2が放出されるかを計測し
た文献は見つけることができなかった。このため、物質崩壊を表現する指数的減衰
（exponential decay）式をここでは用いることとする。これは t時点で放置残材に残された
炭素を CO2換算した量を G（t）と表すとき、同時点での CO2放出量が定数 bを用いて
bG（t）となることを仮定するものである。CO2放出量の分だけ放置残材に残された炭素
は減少するから、その CO2換算量は微分方程式
 
dG（t）
dt
＝－bG（t）
に従う。この微分方程式の解は
 G（t）＝G（0）exp［－bt］
で与えられ、各時点での放出量は
 bG（0）exp［－bt］
で与えられる。単位 CO2放出量が社会にもたらす外部不経済の貨幣評価額（CO2の負の
潜在価格）を gで表し、利子率を rであらわすと、放置してから無限の将来にわたる
CO2放出の現在価値が
 ∫∞0 gbG（0）exp［－（b＋r）t］dt＝ gbG（0）b＋r  
と表される。一方、割引因子 aを使うと CO2放出の現在価値は agG（0）と表される。し
たがって割引因子は
 a＝
b
b＋r
 
で与えられる。利子率 rについては、例えば 0.5％から 3％の間にあるといったように、
妥当な値をある程度の範囲内で考えることができる。一方、崩壊率 bに関しては適当な
値を想定することは難しい。そこで以下では、次の式を満たす a＊を考えることにする。
バイオマス発電による CO2排出量＋輸送等のプロセスで発生する CO2量＝同量のエネ
ルギーを化石燃料発電で得た場合の CO2排出量＋放置残材に蓄積された CO2量×a＊
もし、a＊の値が現実には考えられないほど低い値であれば、定式右辺を現実的な aに置
き換えることで右辺はより大きくなる。したがって、未利用残材を利用したバイオマス発
電は CO2排出削減の観点から意義を有するといえることになる。反対に a＊の値が現実に
は考えられないほど高い値であれば、バイオマス発電は CO2排出削減の観点から望まし
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くないことになる。
　そこで、上の等式を左辺の a＊の式として表現する。その左辺の「バイオマス発電によ
る CO2排出量」と右辺の「放置残材に蓄積された CO2量」は等しいと考えてよいから、
次式を得る。
 a＊＝
バイオマス発電による CO2排出量（輸送等プロセスを含む）－化石燃料発電による CO2排出量
バイオマス発電による CO2排出量（輸送等プロセスを除く）
　以下では具体的な数値を評価式に代入していく。今回も 4─1と同様に、紋別バイオマ
ス発電所において発電を行ったことを想定して試算を行う。まず、「化石燃料発電による
CO2排出量」を算出するに当たり、比較対象となる化石燃料を定めておく必要がある。
今回は、現在日本が発電で最も使用している化石燃料である天然ガス（LNG）を比較対
象と仮定し、化石燃料の CO2排出量を考える。天然ガスは化石燃料のうちで最も熱量あ
たりの CO2発生量が小さいので、ここでの計算はバイオマス発電の意義を控えめに評価
するものとなる。
　さて、資源エネルギー庁の算定による標準発熱量によれば、発電端投入熱量（発電機で
電力 1kWhを発電するために必要なエネルギー量）は 8.81MJ/kWhである。また LNGの
標準熱量は 54.6MJ/kgである。これより、天然ガスによる発電量はトン単位で
 
54.6
8.81
×1000＝6,197.503...㲔6,200kWh/ton
と計算される。一方、天然ガス 1トンあたり CO2量は、環境省の「算定・報告・公表制
度における算定方法・排出係数一覧」に基づき、2.70tonCO2とする。
　紋別バイオマス発電所の年間発電量は約 2億 kWhである。これを天然ガス発電で代替
した場合、以上の数値を代入すると、
 
200,000,000
6,200
×2.70＝87,096.77㲔87,000tonCO2
の CO2が排出されることになる。
　「輸送等のプロセスで発生する CO2量」については、発電所から 75km圏内より、10
トントラックを使用して木質バイオマスの運搬を行うことを仮定し、改良トンキロ法を使
用して算出を行う。同法は次の計算式を用いる。
エネルギー使用量＝貨物輸送量×平均積載率×改良トンキロ法燃料使用原単位×輸送距
離×1/1000×CO2排出係数
　右辺に代入する数値は、平均積載率＝62％　燃料使用原単位＝0.0504（10トントラック
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の場合）、CO2排出係数＝2.62tonCO2KLなので、
10×0.62×0.0504×75/1000×2.62＝0.061tonCO2
が 10トントラック一台分の二酸化炭素排出量となる。紋別バイオマス発電所において使
用される木質チップの量は、年間 22万トン＝10トントラック 2万 2,000台分である。し
たがって、
0.061×22,000＝1,342tCO2
が一年間で輸送時に排出される二酸化炭素量である。
　最後に、「バイオマス発電による CO2排出量」の算出を行う。日本政府が毎年気候変動
枠組条約事務局に提出している「温室効果ガスインベントリ報告書」では、木材（重量単
位）の炭素含有率に IPCC（2003）で与えられたデフォルト値である 0.5を採用している。
ここでもその値を採用し、それを CO2換算（×44/12）すれば、年間木材チップ投入量
22万トンから約 40万トンの CO2が発生することがわかる。
　以上の結果を、a＊の算定式に代入すると次の数値が得られる。
 
a＊＝
バイオマス発電による CO2排出量（輸送等プロセスを含む）－化石燃料発電による CO2排出量
バイオマス発電による CO2排出量（輸送等プロセスを除く）
＝
（400,000＋1,342）－87,000
400,000
＝0.78855
　この値が高いか低いかはこのままでは判断するのが難しい。そこで対応する b＊を求め
る。これは
 b＊＝
r
1－a＊
－r
と書ける。また放置残材に含まれる炭素が大気中に放出されるまでの時間（半減期）は b
の関数として
 T＝
log2
b
で表される。次ページの表 2は、a＊＝0.78855に対応する b＊とそれに対応する半減期を
いくつかの利子率に対して表したものである。
　この表は次のように読む。利子率が 1％の場合、間伐木が伐採された時点で蓄積してい
た炭素の半分以上を 19年以内に放出するとすれば、バイオマス発電は CO2の排出削減の
観点から、天然ガス発電よりも望ましいことになる。利子率が 0.1％ならば 186年以内で
ある。このケースでは、ほとんどすべての森林でバイオマス発電は望ましいことになるだ
ろう。一方、3％や 5％の利子率の場合、数年のうちに間伐木の半分が分解されない限り、
温暖化対策としてバイオマス発電は有用ではないことになる。半減期が数年ということは
あり得ないと考えられるので、このケースでは、日本のほとんどの森林で温暖化対策とし
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ては森林内に間伐木を放置する方が望ましいことになる。
　ではどのような利子率が妥当かだが、長期金利として国債流通利回りを見ると近年は
1％前後で推移している。これからすると、温暖化対策として未利用残材を利用すること
が有効かは微妙な問題であるといえる。
　なお、ここでは天然ガスによる発電を比較の対象としたが、もしこれを石炭火力発電と
する場合、その標準熱量は 25.7MJ/kgで、天然ガスの半分以下となる。また排出係数は
2.61である。これらの数値より石炭の a＊は 0.556となる。利子率 1％に対応する半減期は
55年であり、3％に対応する半減期は 18年である。このことから石炭火力発電と比較す
る限り、現実的な利子率において、未利用残材を利用したバイオマス発電は CO2排出削
減にとって意義があると考えられる。
　4─3.　採算性の分析
　本項では、未利用残材を使用した木質バイオマス発電の採算性について考察する。ただ
し、紋別バイオマス発電所のような大規模な発電所については、企業が採算性について慎
重に検討し発電を行うものと考えることができる。したがってその採算性はあると考えて
よい。問題は、未利用残材を使用した小規模な発電所の採算性である。本項では、そのよ
うな小規模発電所について分析を行う。
　4─3─1.　小規模発電所の採算性～Y市の事例～
　本項では小規模なバイオマス発電所の例として、Y市にある 115kW規模のバイオマス
発電所を取り上げたい。Y市では市の 87％を森林が占めており、豊富な資源を有してい
るものの、林業の衰退による森林荒廃が問題となっていた。このことを受けて、森林が本
来担っている公益的機能の回復や雇用創出による地域活性化を目指し、2007年 4月より
バイオマス発電を行っている。なお、この発電所では発電と同時に熱利用も実施されてい
る。また、補助金については県と市からそれぞれ受けており、今年度より固定価格買取制
度の適用もされている。
注：天然ガス発電による CO2排出と等価になるときの半減期を示す。実際の半減期がこれより長
ければ（b＊が小さければ）、未利用残材を利用したバイオマス発電は CO2排出削減に貢献する。
表 2　放置残材の炭素半減期
利子率 b＊ 半減期
0.001 0.003729 186
0.005 0.018646 37
0.01 0.037293 19
0.03 0.111878 6
0.05 0.186463 4
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　表 3は Y市のバイオマス発電所の経費を示している。これからわかるように平成 23年
度、平成 24年度ともに補助金を受けつつも、赤字経営が続いている。発電所関係者によ
ると、使用する木材チップ（間伐材）の価格が最大の赤字要因だという。
　この赤字は固定価格買取制度によって解消するのだろうか。このことを調べるために、
平成 24年度の実績に固定価格買取制度の買取価格を代入する。Y市バイオマス発電所に
おける売電量は 28,488kWhであり、これが固定価格買取制度の設定価格で買い取られた
場合、電気売上金は 957,196.8円ということになる。平成 24年度の電気売上金 322,000円
と比較すると、固定価格買取制度が適用された場合の方が売上金は高くなるものの、依然
として歳出が歳入を上回る赤字の構図は続き、それが逆転することは考えにくい。
　このように、小規模の発電所においては採算性をとることが非常に困難だということが
推測される。次項では未利用残材を使用した木質チップ価格の観点から採算性について考
察を行う。
　4─3─2.　木質チップ価格にみる木質バイオマス発電の可能性
　前項で取り上げた Y市に木質チップの価格について問い合わせたところ、原料に関す
る業務については人件費も含まれていることから、チップのみの価格については公表でき
ない、とのことであった。よって今回、未利用残材を使用した木質チップ価格について
は、日本製紙木材株式会社と鹿児島県による「木質バイオマス利活用指針」のデータを参
表 3　Y市の木質バイオマスエネルギー事業の経費
出典：Y市資料
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照し、独自に価格の算出を行った。
　間伐材の搬出には、切り出したものを搬出する方法と、林内に放置されている切り捨て
間伐材を搬出する方法の二種類がある。ここでは前者を搬出込み間伐、後者を切り捨て間
伐と呼ぶことにする。日本製紙木材株式会社によると、搬出込み間伐の原料調達費用は伐
採費用も含めて 9,742円、切り捨て間伐のそれは 9,746円であった。このように、新たに
伐採し搬出する場合（搬出込み間伐）も、すでに伐採されているものを搬出する場合（切
り捨て間伐）も、そのコストはほとんど変わらない。その理由だが、切り捨て間伐の搬出
の場合、伐採費用がかからないものの、元々搬出を前提に伐採されていないため搬出が困
難なためということである。
　搬出された間伐材はその後、チップ化される。そのコストは 700～1,200円／m3であ
る。またチップ工場より発電所へ運送する際に 2,000円／m3（10トントラック、走行距
離 50kmの場合）の費用がそれぞれ発生する。よって、搬出込み間伐材をチップ化した場
合の費用は 1万 2,442～1万 2,942円、切り捨て間伐材の場合 1万 2,446～1万 2,946円がチ
ップ化費用となる。
　以上は丸太 1m3当たりの費用である。木質チップ 1トンは丸太 2.2m3分（林野庁デー
タより）に相当するため、木質チップ 1トン当たりの費用に換算すると、搬出込み間伐材
で 2万 7,372～2万 7,872円、切り捨て間伐材で 2万 7,376～2万 7,876円ということにな
る。以上が間伐材チップの生産コストの計算結果である。
　生産コストを価格と比較するため、ここでは市場で取引されている針葉樹チップ価格を
みてみる。その理由は、紋別バイオマス発電所では、その原料を木材の製材過程で副産物
として産出される針葉樹チップを利用することを想定しているためである。同発電所は営
利企業によって採算が取れることを前提として建設されている。そして Y市のバイオマ
ス発電所との違いはその規模である。したがって、もし間伐材チップの生産コストが針葉
樹チップと大差ないのであれば、Y市の小規模発電の不採算性は、規模の経済の問題と言
うことになる。
　次ページの図 9にあるように、国産針葉樹チップの価格は 1万 2,400円／トンである。
このような価格の下で紋別バイオマス発電所は採算性を確保している。一方、Y市バイオ
マス発電所が利用している間伐材チップは、この国産針葉樹チップ価格に比較して、われ
われの試算では 1万 5,000円以上高い生産費が必要である。すなわち、2倍以上高い原材
料を Y市では用いている。その経営が赤字となっているのはある意味当たり前のことと
言える。この結果はまた、Y市の担当者が、チップ価格が赤字の最大要因であると言って
いることを裏付けている。
　これほど大きな価格差があることは驚きだが、間伐材チップ生産費が国産針葉樹チップ
の市場価格を上回っていることは、ある意味では当然と言える。というのも、もし間伐材
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生産費がチップ価格よりも低いならば、間伐材は森林内に放置されることなく、搬出され
加工されて針葉樹チップとして販売されているはずだからである。今後、針葉樹チップ価
格が高騰して、間伐材チップ生産費を上回ることがあれば、木質バイオマス発電において
未利用残材が積極的に利用されることになり、今までに林内に放置されていた未利用残材
の市場取引が促進されるだろう。しかし、現状のように針葉樹チップの方が安価な状況で
は、採算性のとりにくい未利用残材が木質バイオマス発電において積極的に利用される可
能性は考えにくい。
第 5節　日本の木質バイオマス発電の可能性
　以上、日本の木質バイオマス発電について、化石燃料、原子力に代わる自給可能なエネ
ルギーとしての可能性、温暖化対策への貢献としての可能性（カーボンニュートラル）、
営利事業としての可能性についてみてきた。日本においては、第 2節で見たように、未利
用残材の利用を推進することが重要であるといった林野庁の見解がある。これに対して、
第 4節の分析が明らかにしたことは、未利用木材を全て使用したとしても、木質バイオマ
ス発電由来の電力は、日本の総発電電力と比較するならば、わずか 0.6％に過ぎないとい
うことである。IEAの予測（図 3）にあるように、将来的な再生可能エネルギーのシェア
は全エネルギー生産に占めるシェアの 4％まで高まると考えられている。その予想と比較
してこれはあまりに小さな数値である。ましてや化石燃料、原子力に代わる自給可能なエ
ネルギーになる可能性はほとんど期待できない。採算性の観点からも、ドイツのバイオマ
ス発電とは異なって小規模発電では採算性の確保は難しい。さらに温暖化への貢献をみる
図９　紙・パルプ用木材チップ価格の推移
出典：林野庁（2013）平成 23年度「森林・林業白書」
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と、長期金利は 1％前後が妥当とすると、今後温暖化対策としてエネルギー生産の中心と
なると考えられる天然ガス発電との比較において、未利用残材を利用することが温暖化対
策として有効かは微妙な問題である。
　しかし、第 4節で見た紋別バイオマス発電所のように採算性の見込まれるバイオマス発
電も存在している。木質バイオマス発電の原材料を未利用残材に限らなければ、木質バイ
オマス発電の可能性は残されているのではないだろうか。たとえば、現在日本には人工林
が約 1,000万 haあるが、この広大な人工林の一部を、伐採サイクルが早く安価な木材を
生産する森林、炭素を吸収するための森林に転換し、適切な輪伐齢で皆伐して木材バイオ
マス発電に利用することが構想できる。大量の原材料が安価に提供されれば、日本の木質
バイオマス発電の最大のボトルネックである原材料調達問題を解決することができる。
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注
 1）　資源エネルギー庁総合エネルギー統計（平成 24年度）によれば、2010年度と比較して、2012年
度の一次エネルギー国内供給量は、全体として減少している（2010年度比 5.6％減）にも関わらず、
天然ガス（同 20.4％増）、石油（同 4.7％増）の供給量は年々増加している。
 2）　JETRO　欧州のバイオマス政策に関するレポートによると、バイオマスは欧州において、再生可
能エネルギーによる発電量（09年）で全体の約 42％を占めている。
 3）　なお、内閣府の「ドイツ、日本、オーストリアの林業比較」によると、ドイツの木材自給率は日
本と比較しておよそ 3倍と高く、これは伐採搬出コストの差（日本のおよそ半分でドイツは搬出可
能）にも影響していると考えられる。コストについては第 3節で考察していく。
 4）　電気事業連合の示す値を参照に、一世帯あたりの電力消費量を 300kWh/月として算出した。
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